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項目 指標 考え方 課題、今後の方針等

【工業技術センター】

３件

所内の重点計画の目標値として、公募型研究開発事業への申請件数を設定して

いる（６件／年）。県研究機関のシーズと県内企業のニーズをマッチングし、プロ

ジェクト研究事業に積極的に応募していく。

　（Ｈ２９年度　サポイン４件　実施中）

【農業総合研究センター】

１件

国が目指す科学イノベーションのプロジェクト研究に、本県の農業上の課題解決

につながるテーマがある場合には、今後とも積極的にプロジェクトへの参加を目

指していく。

34件 【工業技術センター】

５件

所内の重点計画の目標値として、公募型研究開発事業への申請件数を設定して

いる（６件／年）。県研究機関のシーズと県内企業のニーズをマッチングし、外部

公募方研究事業に積極的に応募していく。

　（Ｈ２９年度　経産省（サポイン）　４件、農水省１件実施中、他申請中３件）

【農業総合研究センター】

21件

外部公募型研究予算は、計21件、総額約9千3百万円となり、試験研究費の約半

分に相当する。限られた研究予算の中で、本県の多様な研究ニーズに答えてい

くため、今後も本県の農業振興に必要な課題について、国に課題化を要望して

いくとともに、県内ニーズ・シーズとの調整を図りながら、積極的に公募型予算の

獲得を目指していく。

なお近年の農業分野の公募型研究は、単独県の課題解決よりも広域的な課題解

決のための実証研究や産学官連携の次世代技術開発（スマート農業技術等）な

どが多くなり、10～15年前に比べ採択件数が大幅に減少している。

【森林研究研修センター】

5件

外部公募型研究予算の獲得数は、28年度は５件、29年度は８件で、それぞれ試

験研究予算の過半数を占めている。今後も研究内容の改善を進めながら高度で

多様な研究活動の維持・活性化のため、積極的に資金調達に努める。

【置賜産地研究室】

１件

【庄内産地研究室】

２件

平成28年度の実績

４件

今後も、地域農業の振興に必要な課題について、国に課題化を要望していくとと

もに、地域のニーズ・シーズとの調整を図りながら、積極的に公募型研究予算の

獲得を目指していく。
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■プロジェ

クト研究課

題 数 ５

件／年間

■外部公

募型研究

予算の獲

得数　45

件／年間

戦略的イノベーショ

ン 創 造 プ ロ グ ラ ム

(SIP) 、 戦 略 的 基 盤

技術高度化支援技

術事業(サポイン)な

ど、国が目指す科学

技術イノベーション

について企業、大学

との連携のもと、実

施する研究

国、国立研究開発

法人、民間等から資

金を獲得し行う研究

資料４

1



項目 指標 考え方 課題、今後の方針等平成28年度の実績

10,237

人

【工業戦略技術振興課】 サイエンス

イ ン ス ト ラ ク タ ー 派 遣 の 科 学 教 室

2,686人、科学の祭典 6,269人、バイ

オサミット 183人、科学体験バスツ

アー44人

サイエンスインストラクター派遣の科学教室への参加者数は名称変更等の影響で

前年比83％に減少したが、教室の開催件数と参加者数を増やすため、PTA連合

会の会議等におけるチラシ配布により取組みの周知を図っている。

【環境科学研究センター】 環境教室

1,039人

参加者を増やすため、関係機関や関係団体等に積極的に周知・ＰＲを行ってお

り、平成29年度は、新たに学童保育関係機関へのＰＲ活動を始めたところであ

る。

【水産試験場】　4人 夏休み子供科学教室を毎年実施している。テーマや募集方法については工夫し

ながら継続してゆく。

【内水面水産試験場】12人 28年度から県南漁協と共催で「親子川遊び教室」を開催し、川に親しみながら魚

について学ぶ機会を設けており、今後も継続する。

－ 29年度から衛生研究所で「親子見学・体験ツアー」を実施している。

149人 【義務教育課】 科学の甲子園ジュニ

ア 36人

【高校課】　科学の甲子園　113人

3,613

人

【工業戦略技術振興課】 共同研究

支援事業（ORT・工技セ）24人、産業

情報化リーダー育成研修事業（工技

セ）18人、製造技術者研修（産技機

構）166人、成長分野参入研修（産技

機構）142人、ものづくりマネジメント

研修（産技機構）15人、成長分野担

い手育成研修（トヨタ東日本学園等）

43人

企業や受講者のアンケート調査などを踏まえ、人手不足に対応する生産性向上

につながる訓練を引き続き実施していく。また、成長分野参入や取引拡大につな

げるための人材育成を目的とした研修を引き続き実施していく。

【雇用対策課】 公開講座（産短大）

114人、向上訓練等（職業能力開発

専門校）566人、離転職者職業訓練

(民間教育機関) 768人、認定職業訓

練 施 設 助 成 事 業 ( 民 間 教 育 機

関)1,514人、技能五輪やまがた大会

における選手育成203人

≪公開講座、向上訓練≫企業や受講者のアンケート調査などを踏まえ、人手不

足に対応するための生産性向上につながる訓練などを拡充していく。

≪離転職者訓練≫景気回復により、有効求人倍率が高水準で推移していること

などから、訓練受講者数は減少しているが、今後も、求職者や企業のニーズに応

じた訓練を実施していくとともに、資格取得につながる長期間の訓練実施につい

ても検討していく。

≪認定職業訓練≫ものづくり分野などの訓練について引き続き支援を強化して

いく。

≪技能五輪≫やまがた大会における成果を一過性にすることなく、引き続き関係

団体と連携した選手育成を継続していく。

【観光課】観光地域づくり人材育成事

業（山形観光アカデミー）40人

２８年度の講座開催回数は２回だったが、受講者数を増やすため、２９年度は３回

開催予定。時代に合った講師、テーマを選定し、現場で即座に役立つ講座を開

催していきたい。

Ⅱ　科Ⅱ　科Ⅱ　科Ⅱ　科

学技術学技術学技術学技術

の未来の未来の未来の未来

（あし（あし（あし（あし

た）をた）をた）をた）を

担う人担う人担う人担う人

材の輩材の輩材の輩材の輩

出出出出

予選大会への出場者は前年比２名増と横ばいであった。今年度は、ジュニアで

合同チームの参加を認めるなど参加要件の見直しをはかるとともに、問題の公表

や掲示ポスターの増加等、積極的な広報活動を行い、参加者増を図っている。

■技術者

養成研修

会の参加

者数

4,000人／

年間

県の機関が主体と

なって取り組む民間

技術者向け研修会

■ 科 学 教

室 等 の 参

加者数

13,000 人

／年間

■科学の

甲子園参

加者数

180人／年

間

サイエンスインストラ

クター、バイオサミッ

ト、科学の祭典、公

設試験研究機関の

科学教室等、県が

主体となって進める

科学を周知する取

組み

「科学の甲子園ジュ

ニア(中学生)」「科学

の甲子園(高校生)」

の山形県予選大会

への出場者
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項目 指標 考え方 課題、今後の方針等平成28年度の実績

■ 県 有 特

許 出 願 件

数

４件 【工業戦略技術振興課所管】　4件 県内企業にとって事業化や商品化につながる技術開発について権利化を図る

（Ｈ２９年度　出願件数　６件予定）。

５ 件 ／ 年

間

【農業技術環境課所管】　0件 新技術については、今後も企画の段階から、事業化・商品化を睨んで特許権の

取得を目指し、技術開発後は速やかに権利化を図っていく。

全体 実施許諾料収入は増加傾向にあり、引き続き戦略性をもって知財の取得、管理

に努めていく。

298件 298件

工業技術センターの

研究成果、技術が

企業の製品開発に

活かされた件数

【工業技術センター】　36件 所内の重点計画の目標値として、製品化支援件数を設定している（Ｈ２８目標：３

５件、実績：３６件）。今後も研究開発等を通じ、県内企業の製品化支援を推進す

る（Ｈ２９年目標：４０件）。

※製品化支援件数：工技セから企業への技術移転のうち、企業がその技術の対

価を含む製品を生産開始又は役務を提供開始した件数。

県産農林水産物を

活用した新商品開

発の取り組み件数

【農林部門（6次化支援】　44件 今後も、補助事業等を活用し、県産農産物を活用した商品化への取り組みを推

進する。

■ 普 及 に

供 す る 農

林 水 産 新

技術・新品

種数

18件 【普及に供する成果情報カード】

 17件

【新品種】　１件

今回は、先に開発した新品種の栽培技術が成果情報とまとまり、件数が増加し

た。今後とも、有用な成果情報が出せるよう、研究開発に努める。

75 件 ／ ５

年間

今後も、（一社）山形県発明協会の知財事業普及啓発推進員による中小企業へ

の個別訪問などにより、知財専門家の活用拡大を図っていく。

ⅣⅣⅣⅣ 新新新新

たたたた なななな

「「「「知知知知」」」」のののの

活活活活用用用用にににに

よよよよるるるる活活活活

力力力力ああああるるるる

豊豊豊豊かかかかなななな

県県県県民民民民生生生生

活活活活のののの実実実実

現現現現

■技術移

転により製

品化・商品

化に結び

ついた件

数

80件／年

間

公設試験研究機関

が開発した農林水

産に関する技術や

品種で、普及に移す

ことができる件数

Ⅲ　知Ⅲ　知Ⅲ　知Ⅲ　知

的財産的財産的財産的財産

の活用の活用の活用の活用

によるによるによるによる

本県産本県産本県産本県産

業の業の業の業の

「強み」「強み」「強み」「強み」

の発揮の発揮の発揮の発揮
■知財専

門家による

特許等関

連支援件

数　250件

／年間

知財相談窓口にお

ける県内企業と弁理

士・弁護士等の知財

専門家に よる 支援

（活用）件数

県単独又は県が企

業等と共同で出願

する研究技術に係る

特許

80件
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